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3.7.31 拡大環境ワーキング・グループ会議の開催（2007 年 9 月 26 日） 

これまで実施されてきた EWG 会議と異なり、拡大環境ワーキング・グループ会議を、2007
年 9 月 26 日に通常の EWG メンバーに加えて農業省、都市開発省、および司法省を招待

して開催した。会議の主要な討議内容は既存の法制度の枠組みで JICA 調査団の提言事項

が実施可能かどうかに焦点が当てられた。現行法に当てはまらない場合でも国際ドナーに

よる融資を受ける場合には検討すべき事項である。当日は残念ながら、MOR 以外の省庁

の出席はなかった。以下に主要な討議内容を示す。 

1) Gujarat 州の多くの District で事業に対する反対意見が出された。この背景には

Final Location Survey の結果の公開と再取得価格に基づく市場価格での補償の表

明の要求がある。MOR と DFCCIL は今後、事業の必要性と合意形成のためにさ

らに地元住民との協議を実施する立場にある。 

2) JICA 調査での提言の内容。 

3) 沿線住民に対する鉄道騒音・振動の対策。 

4) JICA 調査の提言は NRP-2003 に基づくものではない。法的根拠なしに MOR は住

民移転計画の実施はできない。 

5) JICAや JBICなどの環境社会配慮ガイドラインは事業実施の基礎となるものであ

る。MOR や DFCCIL は現行法にとらわれずに上記の提案された住民移転政策を

検討すべきである。 

 

3.7.32 Railway Board に対する DF/R の説明（2007 年 9 月 27 日） 

MOR Pillai 部長からの要請に基づき 9 月 27 日に Railway Board の幹部に調査団から DF/R

の説明を行った。MOR からは Chairman of Railway Board(総裁)/Mr. Jena、Financial 

Commissioner/Ms. Sudha Choube, Member Traffic/Mr. Mathur が参席し、DFCCIL からは Kaol
社長も参加した。このほかに Executive Director 以上の MOR スタッフが参加した。日本側

からは大使館/平石書記官、JBIC 斉藤/金駐在員、JICA 藤井所長/小島所員らが参加して説

明会が開催された。 

統合マネジメントから資料（次頁）を用いて説明を行った。特に問題となっている技術オ

プションについては、DFC 西回廊のダブルスタックコンテナシステム（調査団はフラッ

トタイプを推奨）および機関車牽引方式（調査団は電気牽引を推奨）を含む 6 項目につい

て PETS-II の提案内容と相違する理由を重点的に説明し、Railway Board の理解を求めた。 

また MOR からの要請に基づき、調査団（統合マネジメント）から STEP 円借の融資条件

およびコンサルタントとコントラクターの調達条件について説明を行った。 
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MOR 側は、本説明会に臨むにあたり調査団の結論を聞き置くだけとし、議論は一切行わ

ない方針が徹底されていたようで、説明途中でのマイナーな質問が多少出ただけで、説明

終了後は何の質疑応答もなく MOR 側は全員そのまま退席という状況となった。 

しかしながらプレゼン終了後、DFCCIL の Kaul 社長が調査団側に来て 

「Very good presentation. Points are very clear. This seminar is necessary for them (board 

member) to make correct decision」との意見を発した。 

この発言から判断すると、本説明会は Railway Board の健全な意思決定に一定の効果を持

つものと判断される。また、今後 DFC プロジェクトの中で主役となる Kaul 社長の JICA

調査に対する基本的指示と評価を獲得できたのは、日印間の技術オプションに関する溝を

埋めることについての進展に大きな効果があったものと判断する。 

 

3.7.33 中央ステーク・ホルダー会議の開催（2007 年 9 月 28 日） 

第 3 ステージの現地ステークホルダー協議を 2007 年 9 月 28 日に開催し、環境社会配慮調

査（EIA レベル）の調査結果についても情報公開する一方で、主に用地取得・住民移転に

係る協議内容が集中した。そこで、環境社会配慮調査（EIA レベル）が全対象地域で終了

し、その結果が 9 月 26 日に開催の第 8 回 EWG で発表され、内容が確認された。それを

受けて、広く一般に情報共有するために中央レベルのステーク・ホルダー協議を JICA 調

査団と MOR/DFCCIL との協議の結果、実施することとなった。当日の参加者は、Uttar 

Pradesh 州の Firozabad、Agra、Hathras、Aligarh、Brandshahar、および Gautam Budh Nagar

の被影響民、Rajasthan 州の Sikar、Jaipur、および Alwar の被影響民、ADB、WB、JBIC、

JICA インド事務所、Delhi ベースの 3 つの NGO、MOR、および DFCCIL であった。参加

者からの主な意見は以下のとおりであった。 

1) 各村における被影響者を適切に代表する仕組みを作り、土地等の損失に対する適

切な補償が行われるべきである。 

2) Uttar Pradesh 州では十分に土地が無いため、被影響者の代替農地の確保が難しい。 

3) 平行区間の建設では既に既存鉄道が地域を分断しているが、事業の実施はさらに

農業の実施を困難にする可能性がある。 

4) 土地を失う農民にとって農地が不足しているため、移転先用地の開発が必要であ

る。 

5) 取得される土地と建物に対する適切な補償がなされるべきである。 

6) 影響を被る構造物の評価を適切に行うための政策を公表すべきである。 
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3.7.34 インドのマスコミの取材対応および調整業務（2007 年 9 月 28 日） 

中央ステークホルダー会議の会場にはインドの全国紙の以下の 3 社が来場しており、3 社

から合同で調査団に対してインタビューの申し込みがあり、これに統合マネジメント（増

沢、仲野）が応じた。 

 - The Indian Express 

 - The Hindu Business Line 

 - Mint 

過去にインド側がニュースソースとなっているとおもわれる DFC 関連記事が各新聞を賑

わしており、特に JICA 調査の事業費とインド側積算の事業費（PETS-II）との乖離や西回

廊の機関車牽引問題などが両者間の相違点として対立を強調する形で報道されていたこ

とから、調査団から「この点に関しマスコミに対して正確な情報を提供する必要がある」

との判断から取材に応じたものである。 

インタビューに当たっては最初に JICA 調査の位置づけを記者たちに説明し、質問には返

答可能なものと、この場では返答できない（JICA の許可を要する）ものがあることを説

明し、マスコミ側に了解を確認した上で取材に応じた。 

先方の質問は以下の 3 点に集約された。 

1. 調査団の算定した事業費と MOR の算定事業費の隔たりについて 

2. 西回廊の電化・非電化問題および DSC 問題 

3.  JICA 調査提案の取扱い 

 

1．調査団の算定した事業費と MOR 算定事業費の隔たりについて 

マスコミ側はすでにDF/Rで調査団が算定した事業費の数字をどこかから入手していたと

思われ、マスコミ側から約 5,000 億ルピーという数字を出してきて調査団側にこの数字の

確認を求めた。マスコミ側は JICA 調査よる積算事業費がインド側積算の金額より相当高

額になっており、この原因が日本（JBIC）の権益のための誘導にあるような考えが予見と

してあるようで、調査団に対しては挑戦的な態度で接してきた。これまでのマスコミの新

聞報道も JICA 調査算定の事業費が不合理に高額になっているトーンでの報道があり（イ

ンド側からの情報に基づく報道）、調査団としてはこの点の認識の是正が必要との判断か

ら以下の説明を行った。 

i) MOR の算定事業費に含まれる内容と調査団が事業費に含めた内容は異なってい

るので、単純に比較しても意味がない。JICA 調査では機関車調達、機関車デポ

建設、新 ICD 建設のほか予備費、プライスエスカレーション、建中金利などの

費用を事業費に含めている。事業が運営されるのに必要な項目はすべて含めてい

るので、インフラ建設だけに費用を見積もっている MOR の事業費とは基本的に

違うのでその点を注意して扱ってほしい。 
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ii) (前回よりコストは低くなっているが、もっとコストダウンはできないのか？) 

 基本的にコストが下がる要素はないが機関車の調達台数を減らせば数字は小さ

くなる。一般的には今後のインフラの推移や本事業が市場の需給関係の与える影

響の度合いによってはさらに事業費が嵩む可能性も考えられる。 

iii) 事業費を高く算定したからといって JBIC の便益にはなんらなるものではない。

その点に関してはマスコミ側に誤解があるのではないか？ 

 

2. 西回廊の電化・非電化問題および DSC 問題 

マスコミ側は日本側が DFC 西回廊の電化になぜ固執するのか尋ねてきた。すでにこの問

題についてはインド側から吹き込まれているようで、「電化を採用するとダブルスタック

コンテナ輸送ができない」という点についても調査団側の意見を求めてきた。電化がディ

ーゼルに比べて有利であることの正当性を説明する良い機会であると考え、調査団から以

下の説明を行った。 

i) 調査団が電化を推薦している理由は非常に簡単であり、電化のほうが経済的にも

環境的にも有利であるためである。運転本数の少ないローカル線ならディーゼル

牽引とすることは理解できるが、DFC のような幹線鉄道でディーゼル牽引を採用

することは常識的にありえない。すべて列車がディーゼルエンジンと発電機と燃

料と燃料タンクを積んで自家発電しながら走っている状態は不経済であること

は一般の方にも理解いただけると思う。 

ii) 電化でダブルスタックを走行させることは JICA 調査ででも検証した。中国にも

出かけて電化区間の DSC の視察もし、DSC は電化区間でも問題なく走行できる

との結論に至った。電化＋DSC で技術的に問題となるのはコンテナ上面と電車船

線との離隔確保であり、30cmの離隔が確保できればDSCも問題なく走行できる。

DSC に対応した高さのパンタグラフも調達可能であることも確認済み。 

iii）(IR は Triple Stack も計画している？この場合は電化では対応できないのでは) 

Triple Stackは自動車輸送の場合の 3段積み方式でありコンテナの 3段済みではな

い。自動車 3 段積み（Triple rack）はコンテナ 2 段積みの MMD に収まるので DDC

とおなじく西回廊電化の場合でも自動車 3 段積み貨車の走行は可能である。 

 

3. JICA 調査提案の取扱い 

JICA 調査の今後の予定およびインド側が JICA 調査の結果を受け入れない場合の状態に

ついて問われ、以下の説明を行った。 

i) DF/R は先週インド側に提出した。これに対するコメントを受領後 F/R を取りま

とめ 10 月中旬-下旬の間に提出する 

ii) (DF/Rに対するMORの反応はどうか？) IRは調査団のDF/Rでの提案については
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現在 under consideration の状態であると理解している。調査団の調査が拒絶され

るようなことは一切ない 

iii) (西回廊電化問題も含めて、IR 側が JICA 調査の提案を受け入れなかった場合はど

うなるのか？) 円借款のアプレーザルは調査団の結果に基づき実施されること

になっている。JICA 調査の提案とは異なる方針をインド側が選択した場合は円

借の案件審査が困難になると思われる。 

 

3 紙の記者に対するインタビューは、コーヒーブレイク中に実施され、途中で時間切れと

なったが、3 紙のなかで Indian Express の記者のみが、その後もステークホルダー会議に

残り、再度調査団にインタビューを求めてきたため、調査団側でこれにも応じた。ここで

は上記と同じ質問が繰り返され同じことが確認された。 

翌 9 月 29 日に 3 紙とも上記インタビューを記事として報道したが、2 回のインタビュー

をおこなった Indian Express 紙が 3 紙の中でこの最も正確にインタビューの結果を報じて

おり、JICA 調査に関する一定の情報をマスコミにも提供する必要性が痛感された。これ

までのインド側からの情報による報道に対して、JICA 調査の内容及び考えをある程度一

般に通知する効果はあったものと判断できる。 

なお MINT 社の報道では「調査団が Triple Stack Container 輸送が電化区間でも可能である

と言った」との内容の報道があったため、これに対しては同社に対して内容に不備がある

ことを通告した。 

本マスコミ報道についてのインド政府からの反応はその後も全く無かった。 

 

3.7.35 MOR/DFCCIL/調査団合同現地調査にかかわる調整業務（2007 年 9 月末-10 月始め） 

DFCCIL 本部で開催された調査団と V. K. Kaul 総裁および幹部技術者との協議で、および

別途MOR関係者との協議で調査団が提案した段階整備シナリオの根拠になった現場状況

報告を確認するため、MOR/DFCCIL/調査団による西回廊 Mumbai 付近の DFCCIL 計画ル

ート沿線の合同現場踏査を提唱し、2007 年 10 月上旬の実施で MOR/DFCCIL が了解され

た。当初、MOR から Verma 局長および Pillai 部長、DFCCIL から Kaul 総裁および他幹部

の参加予定であったが、Verma 局長は米国視察、Kaul 総裁は別件のため現場視察には参加

することができなくなった。しかし、DFCCIL から現場駐在事務所副所長 2 名の参加が確

定した。 

視察に参加したのは、DFCCIL の Mr. Subash Gupta, AGM/Vadodra および Mr. D.S. Rana, 

GM/Mumbai で調査団とともに Vadodra をはじめ、Surat、Valsad、Vapi、Virar、Vasai Road、

Panvel、Jasai という順に DFC 計画ルート沿線を辿り、住民の過密定住状態、ROB 建設予

定地の交通状況および既存線と平行に DFC 計画ルートの建設が極めて困難な区間を確認

し、RITES の計画ルートの見直しの必要性を共通の認識として持つことができた。 
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3.7.36 ADB および WB に対する DF/R の説明・協議（2007 年 9 月 21 日、10 月初め） 

2007 年 9 月 21 日に ADB の塚田氏、また 2007 年 10月 4 日に WB の Tharakan氏と面談し、

ドラフト・ファイナル・レポートを手交し内容の説明を行った（ADB には JICA 竹内チー

ム長も参加）。段階整備シナリオの設定、技術オプションの比較検討には両者とも興味を

示し、JICA 調査の提案に基本的な同意を得られた。 

両者に対し DFC プロジェクトに対するインド側からの資金協力の要請があったかを当方

側から質したが、その時点までにはインド政府からのアプローチは全くないとのことであ

った。 

 

3.7.37 Final Report の提出日に決定に関する調整業務（2007 年 10 月 1－4 日） 

2007 年 9 月中旬に統合マネジメントが DF/R の提出、説明・協議のために現地調査に乗り

込んで、すぐに日本大使館より｢Final Report（F/R）をできるだけ早く、2007 年 10 月中旬

までに提出することはできないか？｣との要請があった。これまでの日印政府間協議では

以下の 3 点が日本側の意向としてインド側につたえられていた。 

1) 円借対象としては西回廊を優先すること 

2) STEP を適用すること 

3) 西回廊は電化とすること 

これに対しインド側は｢JICA 調査の F/R が提出された後に、内容を検討し意思決定する｣

との方針を堅持しており、F/R が提出されないと実質交渉が進まない状況があり、また

JBIC のプレアプレーザル協議が 2007 年 10 月中旬から予定されていた（最終的にこの時

期のプレアプレーザルは見送られ一般情報収集となった）ため、“2007 年 10 月下旬に予

定されていた F/R の提出を少しでも早めたい”という日本外交筋の判断であった。 

また F/R が提出されたことを内外に印象付ける必要性があったため、当初予定していなか

った F/R の手交式を実施する案が JICA 本部より呈せられ、MOR 側との調整を要請され

た。 

上記要請をうけ、統合マネジメントは MOR 側と調整作業を行った。 

Final Report を早期提出するためには、DF/R に対する MOR からのコメントが早く提出さ

れる必要があるため、MOR 側は当初 F/R の繰上げ提出には難色を示した。本調査の S/W

時の M/M では、｢DF/R に対するインド側コメントは DF/R 提出後 1 ヶ月以内、F/R はコメ

ント受領後 1 ヶ月以内」となっており、MOR 側にコメントの早期提出、F/R の早期提出

とうスケジュールを強制できない状況にあった。 

 

3.7.38 DFCCIL との Vadodara～Mumbai 区間合同調査の実施（10 月 3 日～5 日） 

西回廊の Vadodara～JNPT 区間の DFC 整備は ROB 架け替えや沿線の用地収用および住民

移転等の社会環境に問題があるため、その問題を解決するために第 I-a 事業に含めず第 I-b
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事業で行うことを調査団はファイナル・レポートで提言した。第 6 回ステアリング・コミ

ッティー・ミーティング後に実施した MOR/DFCCIL の各技術部門長との協議で、調査団

が指摘した同区間の現場状況および段階整備計画の根拠となる状況把握を MOR/DFCCIL

に認識してもらうため、合同調査を行うことを調査団が提案し、DFCCIL と共に実施した。 

合同視察の結果、次ページ以降の共通認識を醸成することができた。 
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